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令和３年度普通交付税等の交付決定額について  

 

 

令和３年度の普通交付税等の交付額が８月３日（火）に閣議報告され、山梨県分については

次のとおり決定されました。 

 

◎ 実質交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）              （単位：千円、％） 

区  分 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 １６８，７９９，５１３ １５１，９５３，４７５ １６，８４６，０３８ ＋１１．１ ＋１９．１ 

市町村分 １０５，１７０，１０７ ９７，０２０，４９３ ８，１４９，６１４ ＋８．４ ＋１３．９ 

計 ２７３，９６９，６２０ ２４８，９７３，９６８ ２４，９９５，６５２ ＋１０．０ ＋１６．８ 

 

普通交付税     

区  分 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 １４２，８２９，９１１ １３６，２３４，７０１ ６，５９５，２１０ ＋４．８ ＋５．１ 

市町村分 ８９，７０５，９１５ ８５，５１４，５７７ ４，１９１，３３８ ＋４．９ ＋５．２ 

計 ２３２，５３５，８２６ ２２１，７４９，２７８ １０，７８６，５４８ ＋４．９ ＋５．１ 

 

    臨時財政対策債 

区  分 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

 県  分 ２５，９６９，６０２ １５，７１８，７７４ １０，２５０，８２８ ＋６５．２ ＋８８．４ 

市町村分 １５，４６４，１９２ １１，５０５，９１６ ３，９５８，２７６ ＋３４．４ ＋５７．７ 

計 ４１，４３３，７９４ ２７，２２４，６９０ １４，２０９，１０４ ＋５２．２ ＋７４．５ 

   

  

 

◎  地方特例交付金                                           （単位：千円、％） 

区  分 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 ５４５，１２６ ５７９，５２１ △３４，３９５ △５．９ △５．６ 

市町村分 ７９３，１１７ ８２７，２１９ △３４，１０２ △４．１ △３．２ 

計 １，３３８，２４３ １，４０６，７４０ △６８，４９７ △４．９ △４．１ 
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Ⅰ 県 分 

 

令和３年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、社会保障関係費の増や、地域社会

のデジタル化を集中的に推進するための地域デジタル社会推進費の創設などにより増加していると

ともに、収入の面では、実質法人二税が減少したことなどから、普通交付税と臨時財政対策債を合

わせた実質交付税額は、令和２年度より１６８．５億円（１１．１％）増加し、１，６８８．０億

円となった。  

このうち、普通交付税は１，４２８．３億円（４．８％の増）となり、臨時財政対策債は 

２５９．７億円（６５．２％の増）となった。 

 

１ 普通交付税  

交付決定額は１，４２８．３億円で、令和２年度に比べ６６．０億円、４．８％の増となった。 

○ 増加理由  

・ 基準財政需要額  

社会保障関係費の増や、地域社会のデジタル化を集中的に推進するための地域デジタル社会推

進費の創設などにより、臨時財政対策債振替前で４７．２億円、１．９％の増となった。  

 

・ 基準財政収入額 

実質法人二税が減少したことなどから、１２１．７億円、１３．４％の減となった。 

普通交付税額の決定方法 

普通交付税額＝基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）－臨時財政対策債相当額 

－基準財政収入額 

     基準財政需要額＝単位費用×測定単位（人口等）×補正係数 

      基準財政収入額＝税収入の見込額×７５％ 

 

 ２ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は２５９．７億円で、令和２年度に比べて１０２．５億円、６５．２％の増となっ

た。 

 

３ 地方特例交付金  

  個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実施及び自動車税の環境性能割

の臨時的軽減による地方団体の減収を補塡するため交付されるものであり、令和２年度に比べ０．３億

円、５．９％の減となった。 
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Ⅱ 市町村分 

 

令和３年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、社会保障関係費の増や、地域社会

のデジタル化を集中的に推進するための地域デジタル社会推進費の創設、包括算定経費の増などに

より増加した。また、収入の面では、市町村民税所得割や市町村民税法人税割の減などにより減少

したことなどから、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質交付税額は、令和２年度より８１．

５億円（８．４％）増加し、１，０５１．７億円となった。 

（別添資料１・２） 

このうち、普通交付税は、８９７．１億円（４．９％の増）となり、臨時財政対策債は１５４．

６億円（３４．４％の増）となった。 

また、普通交付税が配分されない不交付団体は、令和２年度不交付団体であった山中湖村が新た

に交付団体となったことで、昭和町、忍野村の２団体となった。 

 

１ 普通交付税 

 交付決定額は８９７．１億円で、令和２年度に比べ４１．９億円、４．９％の増となった。 

 

○ 増加理由（交付団体） 

 

・ 基準財政需要額  

合併団体の合併算定替の終了による減などがあるものの、社会保障関係費の増や、地域社会のデ

ジタル化を集中的に推進するための地域デジタル社会推進費の創設、包括算定経費の増などにより 

臨時財政対策債振替前で４７．１億円、２．３％の増となった。 

 

・ 基準財政収入額 

市町村民税所得割、市町村民税法人税割の減などにより３１．８億円、３．０％の減となっ

た。 

   

  ※上記は令和２年度・３年度ともに交付団体である２４団体での比較。 

   

  令和３年度においては山中湖村が主に市町村民税法人税割の減を要因として新たに交付団体（普通交

付税０．５億円）となった。 
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○ 不交付団体 

町 村 名 理    由 期   間 

昭和町 
基準財政収入額が、引き続き基準財政需要
額を上回ったため、不交付団体となった。 

昭和59年度から38年連続 

忍野村 
基準財政収入額が、引き続き基準財政需要
額を上回ったため、不交付団体となった。 

昭和60年度～平成4年度 

平成8年度～平成14年度 

平成16年度～平成21年度 

平成24年度～令和3年度 

※全国では１都５３市町村が不交付団体（令和２年度当初は１都７５市町村） 

※参考：山中湖村の不交付団体期間は昭和49、50年度、昭和61年度～平成21年度、平成23年度～ 

令和2年度。 

 

 

 

２ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は１５４．６億円で、令和２年度に比べ３９．６億円、３４．４％の増となった。 

 

３ 地方特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）に伴う減収を補填するため

のもの、自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収を補填するためのもの、軽自動車税環境性

能割の臨時的軽減による減収を補填するためのものと３種類の交付金があり、今年度は７．９億

円で、令和２年度に比べ０．３億円、４．１％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

県  分 
総務部財政課資金管理担当 土橋 
℡ 内線 2166   直通 223-1384 

市町村分 
総務部市町村課税政担当  名執 
℡ 内線 2481   直通 223-1426 

 


